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１．はじめに
　スモール・ビジネスや中小企業の成長をどのように考えたらよいのであ
ろうか。私は拙著（2006）『スモール・ビジネスの経営を考える』（文眞堂）
のなかで、企業総数に占める大企業の割合はきわめて少数であって、企業
全体でみると、大企業は「例外的な存在」であり、「企業はあまり大きく
ならない」という主張を提示した。
　大企業を対象にしてきた経営学の立場からみると、「スモール・ビジネ
スは成長して大企業になる」という命題には妥当性がある。そして、「町
工場から巨大なグローバル企業へ」を実践してきた企業はたしかにある。
　そして、経営学はまさにそのような大企業の経営をめぐって研究してき
たし、現在も行っている。しかし、この命題は、果たしてそうなのであろ
うか。
　スモール・ビジネスのなかから成長して、大きな企業になるものもある
が、小規模のままで推移している企業は圧倒的に多い。そうであるならば、
企業とはあまり大きくならず、大きくなる大企業は例外的な存在であるの
かもしれない。
　それでは、なぜ大きくならないのか。本小論は、この問題を考えていき
たい。具体的には、以下のことを検討する。まず、スモール・ビジネスの
成長がどのように行われるかを、主にふたつの視点で取りあげる。
　つづいて、スモール・ビジネスの成長や存続を考えるためのモデルをつ
くり、スモール・ビジネスの一部だけが成長できる可能性があることを提
示する。最後に、このモデルを支える根拠を明らかにする。
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２．スモール・ビジネスの成長（１）―― 雇用および組織の視点
　スモール・ビジネスにおいては、オーナー（出資者）型の経営者が一般
的であり、基本的には所有者（所有の機能）と経営者（経営の機能）は同
一である。要するに、所有と経営が結合・一体化している状態であり、資
本金などの企業規模が小さい間は、この状態が維持される。
　企業の規模が拡大して、多額の資本を必要とするようとなると、金融機関
からの借入金（他人資本）に依存するだけでなく、自己資本の増加のために、
証券市場における株式の発行・売却による資本調達が行われる。もっとも、
この株式の発行・売却による資本調達は、スモール・ビジネスにとっては大
きなジャンプ（飛躍）であり、きわめて困難をともなう高いハードルでもある。
　また、それは、周知のように、所有と経営の結合・一体化が崩れ、分離
していくきっかけにもなる。当初の資本金がそれほど多くない場合、オー
ナー型の経営者と同族の持分（持株比率）は高いが、資本金が巨額になる
ことで分離が進行し始める。
　さて、ある人間が自分の資金を使って、一人で起業したとする。これは
まさに所有と経営の結合である。しかも、だれも雇用していないとすれば、
この人間は本来従業員が行うであろう仕事をも担当していることになる。
それは、経営と労働（執行）の結合・未分化といえる。この一人企業の段
階は、「所有と経営と労働」の三位一体の関係である（図表１）。
図表１　従業員雇用のない一人企業の段階
所有者 経営者
従業員
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　この一人企業が発展して、少数の従業員を雇用し、経営者のもとで従業
員が仕事を行うようになると、「経営と労働（執行）の分化」という分業
関係が生じる。それは、従業員の雇用によって生じるスモール・ビジネス
の成長であり、構造変化である（図表２）。ただし、ここでは依然として
経営者はプレーヤー兼任であり、経営の仕事だけでなく、当然のことなが
ら、労働をも担当していることであろう。
図表２　少数の従業員雇用の段階
所有者 経営者
従業員
　従業員数がきわめて少ないスモール・ビジネスの段階では、経営者と従
業員とは直接接触（ダイレクト・コンタクト）ができる関係であり、階層
数の多い大企業のような遠い距離感は従業員にはない。
　ところで、雇用した従業員数が10名以下の直接接触が可能なレベルか
ら、20名、30名、40名、50名などに増加すると、経営者は従業員を直接
監督することが困難になってくる。これが「統制の範囲（管理の限界）」（span 
of control）である。
　それは、従業員数がこれ以上多くなると、うまく監督できなくなるとい
う範囲ないしは限界を意味している。それは簡潔にいうと、最適な部下の
数は何名であるかという考え方である。
　この「統制の範囲」を解決したり、克服するためには、どうしたらよい
のであろうか。部下である従業員に対して直接的な監督ができなくなった
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ので、トップ・マネジメントである経営者と従業員の間に管理者を配置し
て、管理者が経営者に代わって従業員を監督することになる。
　要するに、管理者は経営者の仕事の一部を代行する。これによって、経
営という仕事自体が階層（上下関係）的に分裂していくという「経営内部
の分化」が生じる。これは、管理者の配置によって生じたスモール・ビジ
ネスの成長であり、あわせて新たな構造変化が行われたことを意味してい
る（図表３）。
図表３　「統制の範囲」の段階
所有者 経営者
従業員
管理者
　さらに、規模が拡大していくと、管理者内部にも階層関係が形成され、
ミドル・マネジントとロワー・マネジメントの分化が行われる。
　このように、従業員の雇用の視点でみると、３段階の発展があり、スモー
ル・ビジネスといっても、①従業員の雇用がない、②少数の従業員（部下）
を雇用する、③経営者が自分ではうまく監督できないほど従業員が増加す
る、という3つのタイプが存在している。そして、それぞれは、「経営と労
働の結合」、「経営と労働の分化」、「経営と労働の分化プラス経営内部の分
化」、で特徴づけられる。
　また、これを組織の視点でみると、第１の段階である一人企業において
は、「組織」（人的組織）は存在していない。ただし、なんらかの「物的組
織」（技術システム）は存在している。
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　つぎの少数の従業員を雇用するという第２の段階になると、人的な組織
が成立してくる。しかし、経営者と従業員は、シンプルで直接的な接触を
もつ「関係」であり、「構造」というほどのものはない状態である。
　組織構造が明確につくられるのは、「統制の範囲」が解決されたり、克
服された段階であると考えられる。この段階は、すでに述べたように、階
層分化というかたちの「経営内部の分化」が進展するが、職能分化（製造、
販売、総務などといった職能部門、担当部署の設置）もあわせて行われ、
人員配置（要員化）もすすめられる。
　階層分化と職能分化により、組織にタテの関係とヨコの関係がつくられ、
この組合せによって、組織の構造化が行われる。そして、責任・権限の明
確化と命令の統一性が発生し、組織はより有効・能率的に働くようになる。
　以上のように、スモール・ビジネスは、①組織がない場合、②関係性は
あるが、構造化されていない場合、③大企業のように組織が明確に構造化
されていく場合、に大別される。このなかの第３段階のスモール・ビジネ
スでは、所有と経営は依然として基本的に結合したままであり、経営者の
リーダーシップに依存するところが大きい。しかし、この規模になると、
経営の協力者（同族関係者、信頼できる友人など）による資本的、人的貢
献の提供が必要となり、ここでは経営陣の追加による分担関係も明確なか
たちで発生してくる。
　スモール・ビジネスがこの規模にまで成長できた背景には、次節で述べ
るが、それ以前の段階よりも、顧客や消費者の確実な支持を得て、経営成
果（アウトカム、売上高や利益など）の安定的な獲得が継続できるように
なったことがあげられる。それは、企業の経営が比較的安定軌道に乗った
ことを意味している。これにより、ヒトの採用や組織づくりが行われ、経
営の制度化、公式化などが進展していく。
　当然のことであるが、それだけではなく、短期的な経営計画や経営理念
の策定も行われるようになる。しかしながら、経営が比較的安定したとは
いえ、顧客や消費者の減少が大きくなれば、現状を維持することがむずか
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しくなり、第２の段階に逆戻りすることになる。
３．スモール・ビジネスの成長（２）―― 顧客獲得の視点
　もうひとつのスモール・ビジネスの成長に関する視点は、顧客獲得である。
このアイデアは基本的にチャーチル（N．C．Churchill）とリュウィス（V．L．
Lewis）の「スモール・ビジネスの成長に関する５つの段階」（Harvard 
Business Review，May ー June， 1983、 pp.30－50）によっている。
　ある個人が起業して最初に直面する課題はなにか。それは、あたり前の
ことであるが、売れるという「顧客獲得の可能性」である。売りものとな
る製品やサービスがあっても、それが実際に売れて顧客にまでなりそうで
あるという予測がなければ、スタートを切ることはできないであろう。
　獲得できる顧客がきわめて少数であれば、企業活動を実質的に続けるこ
とは困難である。したがって、顧客が得られる見込みがあるかどうかが問
題になる。
　そして、見込みがあるとしても、つぎに問題になるのは、ある一定以上
の顧客を獲得したうえで、「コストを上まわる売上高」を得なければなら
ないことである。それは、いわゆる「採算をとる」（とんとん状態）こと
であり、「損益分岐点」（break-even-point）―― 総費用（固定費プラス変
動費）曲線と売上高曲線の交点で、売上高が交点以上になると、利益が創
出され、以下であれば損失がでる――といわれる。
　この段階になると、利益の獲得があるので、企業活動が円滑に行われ始
めていることを意味する。しかし、この場合でも、顧客が減少するおそれ
もあって、そうなれば、最初の段階に逆戻りしてしまうのである。要する
に、スモール・ビジネスにとって最大の課題は、顧客を獲得して利益がで
る状態をつくること、そしてつくり続けることである。
　したがって、「採算がとれる」だけの顧客を安定的に獲得し続け、経営
成果（売上高や利益）の獲得を継続化していくことが必要である。若干の
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上がり下がりがあっても、確実にたえず利益をだせるようになれば、経営
はとりあえず「成功」したことになり、企業は安定軌道に乗る。
　この段階は、前節で述べた「統制の範囲」を解決したり、克服する第３
の段階に対応しており、ここに至ると、前節で述べたと同じように従業員
の増加による組織の構造化、経営計画の立案や経営理念の制定などの、経
営の制度化、公式化が行われるようになる。
　この３つの成長の段階は、チャーチルなどでは生存（Existence）、存続
（Survival）、成功（Success）といわれたものである。ちなみに、大企業化
に向かうつぎのステージは、離陸（Take ー off）、さらに資源の成熟（Resource 
Maturity）と名づけられている。
　いずれにせよ、スモール・ビジネスにとって顧客をどのくらい獲得し、
売上高をあげることができるかによって、その成長や、その前提となる存
続が左右される。図表４は、これをまとめたものである。
図表４　顧客獲得からみたスモール・ビジネスの成長段階
第１段階
（顧客獲得の
可能性）
第２段階
（利益創出ができる段階）
第３段階
（利益創出を継続できる段階）
　３つの円のうち、小さな円が第１段階であり、顧客を得られるかどうか
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の可能性を示している。そして、中の円は、採算をとり、利益を創出でき
る段階であり、外側の円は、この利益創出が継続できる状態を示している。
　この第３段階のスモール・ビジネスには、さらに成長して大きくなって
いく可能性があるが、大企業になるには、すでに２.で述べたように、大
きなジャンプ（飛躍）が必要であり、きわめて困難な高いハードルが待ち
うけているといってよい。
４．「スモール・ビジネスの存続モデル」の提案
　雇用や組織と顧客の獲得という2つの視点からスモール・ビジネスの成
長を概観してきた。そして、小さな企業といっても、それぞれに異なる３
つの段階があることがわかった。しかも、その段階を越えて成長していく
ことがむずかしいことも述べた。
　スモール・ビジネスにとって成長はむずかしいが、存続（生き残り、サ
バイバル）自体も課題となる。存続に影響を及ぼし、制約するのは、まず
環境の変化に対する認識である。スモール・ビジネスの経営者がこの変化
を認識していなければ、対応をとることができず、存続はいうまでもなく
むずかしくなる。
　しかしながら、たとえ環境の変化を認識していても、経営資源が不足し
ているので、対応がしにくいのがスモール・ビジネスの現実である。これ
が、もうひとつの存続を左右する制約要因である。
　ところが、このように環境変化に対する不十分な認識や経営資源上の制
約があっても、スモール・ビジネスは実際には存続しており、それは一体
どうしてであろうか。それには、スモール・ビジネスの経営者個人がもつ
力量、いわゆる「経営力」がかかわっているのではないかと考える。つま
り、制約要因を克服するためのポイントは、経営力なのである。そして、
スモール・ビジネスの経営力は、大企業の組織力とは異なって、個人の力
である。
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　経営者の「個人力」であるスモール・ビジネスの経営力とはなにか、と
いうと、それは大きく2つに分類できる。ひとつは経営者の経営姿勢であ
り、もうひとつは経営能力で、このふたつが複合（ミックス）したもので
経営力は構成されている。具体的には、以下のようになる。
　経営姿勢―― 経営者の経営に対する前向きな意欲、ほとばしる熱意、旺
盛なチャレンジ精神、エネルギッシュな活動力などを総合
したもの
　経営能力―― 経営者個人がもっている各種の経営能力や経営上の経験。
状況把握力、判断力、人間関係能力、交渉力など、多様な
能力要素の複合したもの
　要するに、前者は“やる気”といった経営の態度であり、後者は経営者
としての仕事の遂行能力があるかどうかにかかわっている。
　タテ軸に経営力が高いか低いか、そして、ヨコ軸に経営成果（アウトカ
ム。売上高や利益の獲得と、それを通じた存続可能性）が高いか低いかを
とり、この組み合わせによって、図表５のようなマトリックスをつくって
みた。このマトリックスをここでは「スモール・ビジネスの存続モデル」
と名づけることにする。
図表５　スモール・ビジネスの存続モデル
経営力
高い
Ｂ型
（健全型）
Ａ型
（継続型）
低い
Ｃ型
（無力型）
Ｄ型
( 成行き型 )
低い 高い
経営成果
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　このモデルでは、スモール・ビジネスについて、4つのタイプが分類・
識別される。
　　① 経営力が高く、経営成果も高い場合 ――Ａ型（継続(サクセス)）型
　　② 経営力は高いが、経営成果は思ったほどでない場合 ――Ｂ型（健全型）
　　③経営力が低く、経営成果も低い場合 ――Ｃ型（無力型）
　　④経営力は低いが、経営成果はそこそこある場合 ――Ｄ型（成行き型）
　第１のＡ型（継続型）は、経営者の経営力が高く、経営成果も高いので、
生存だけでなく、成長の可能性があるタイプである。そして、とりわけ主
要な事業分野（ドメイン）が成長業種であるとか、競争優位があるような
経営資源をもっているならば、成長の可能性は大きいといえる。このよう
なスモール・ビジネスにおいては、当然のこととして後継者対策をとって
おり、経営の継続を考えていることであろう。
　つぎのＢ型（健全型）は、経営力はあるが、環境のきびしい変化と経営
資源の不足のなかで活動しているので、思ったほどの経営成果が得られて
いないスモール・ビジネスのことである。しかしながら、経営成果が思っ
たほど得られていないものの、経営者に経営力があるので、健全な状態と
いえる。このタイプは、経営力があるだけに、チャンスを活かし、不足す
る経営資源をうまく調達できれば、Ａ型への移行の可能性は十分にある。
　以上のＡ型とＢ型が経営者の経営力が高いのに対して、Ｃ型とＤ型は、
経営力が低いタイプである。Ｃ型（無力型）は、このままの状態で進行し、
経営成果がさらに落ちこんでいくとすれば、撤退や廃業あるいは倒産のお
それもでてくるタイプである。景気や業界の環境改善などによって、Ｄ型
（成行き型）になる可能性もあるが、長続きするとは思われない。このよ
うなスモール・ビジネスでは、経営者が自己改革を行って経営力をつけた
り、経営力のある経営者が交替しないかぎり、Ａ型やＢ型への転換はむず
かしい。
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　さらに、Ｄ型は、経営力は低いものの、企業の立地がいいとか、業界の
環境に恵まれているといった、成行きでなんとか経営成果があがっている
タイプである。しかしながら、経営力がないので、Ｃ型になりやすいとい
う心配がどうしてもつきまとっている。そして、経営力を向上させるとい
う努力が実ったとしても、どちらかというとＡ型よりもＢ型への移行の可
能性のほうが高い。
　本小稿で提案したこの存続モデルによると、大きくなる、つまり成長す
る可能性があるのは、Ａ型という経営力の高いタイプであり、スモール・
ビジネスの一部のみが成長することになる。要するに、経営力の低い場合
は、成長どころか、存続もむずかしく、多くは大きくならないのである。
　したがって、本モデルから結論的にいえるのは、スモール・ビジネスに
とっては、経営力をつけることが、存続および成長にきわめて大切になる
ということである。
　わが国の行政による中小企業支援は、このようなことからいうと、支援
策を再検討し、スモール・ビジネスの実態をふまえた後継者育成を含む経
営者育成に力を入れるべきである。そして、大学も大企業中心の経営学だ
けでなく、スモール・ビジネスの研究や教育を以前に増して行う必要がある。
５．存続モデルを支える根拠 ――「経営者が最大の経営資源」説
　スモール・ビジネスの存続モデルによると、少数のごく一部の企業を除
くと、あまり大きくならないことになる。それでは、このモデルを支えて
いる理論的な根拠とは、どのような認識であろうか。
　それは、経営者のもつ経営力こそが決定的に重要であり、スモール・ビ
ジネスの最大の経営資源は「経営者」であるという考え方であり、前出拙
著（2006）でも主張したとおりである。スモール・ビジネスが所有し、蓄
積している経営資源は、技術力などのコア・コンピタンスをもっているベ
ンチャー企業などを除けば、おおむね大企業に比較するとはるかに少ない。
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　その結果として、経済変動や、親企業・関連企業の支配などの環境変化
に対する適応能力がないといわれる。そして、これが、スモール・ビジネ
スは「小さい」（経営資源の不足）だけでなく、「弱い」とか「自立性がな
い」というイメージをつくりあげてきた。
　そして、環境が変動するなかで、経営資源が不足しているために、環境
適応能力が低く、環境変化へのマネジメント（経営）能力がないと評価さ
れることになる。しかしながら、それを補うのが、経営者個人のもってい
る「経営力」（経営姿勢と経営能力）ではないだろうか。スモール・ビジ
ネスの経営者は、まさに企業のシンボル（顔）であり、スモール・ビジネ
スの弱みを解決したり、克服する人間である。
　「山あり、谷あり」の環境のなかで、とくに谷（苦境下）にあっても、
経営者は経営力を発揮して、なんとかしてうまくやっていくのが、スモー
ル・ビジネスなのである。サクシード（succeed）とは、きびしい環境変
化や経営資源の不足があっても、なんとかしてうまくやって、企業を存続
させることである。これこそがマネジメント（経営）の本質であり、経営
者の任務であると考える。
　サクシードの名詞はサクセス（success）であるが、それは成功ではなく、
継続（続けること）なのである。要するに、サクシードこそがスモール・
ビジネス経営の真骨頂といえる。そして、継続型と健全型には、サクシー
ドへの志向性が強くみられている。
　しかし、概してスモール・ビジネスは、きびしい環境のもとで日々の経
営に追われて活動しているため、全般的に内向きで弱気な経営姿勢が支配
しており、とくに小規模企業（製造業では従業員20名以内、その他の業
種5名以内）では、それがとくに多くみられるのかもしれない。
　実際のところ、1999年の中小企業基本法の改正以降、小規模企業の減
少が目立っており、地域経済や地域社会の衰退を招いている。経営能力以
前に弱気な経営姿勢が強いと、経営に前向きになりにくいのは当然のこと
である。そして、無力型にはこの傾向が強いと考えてよい。そして、それ
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は、サクシードへの志向性が弱いことを意味している。
　なお、経営者資源については、「代替困難性」という特徴があることを
指摘しておかなければならない。スモール・ビジネスの経営者がすぐれた
経営力を発揮しても、それはその経営者にのみ属するものであるという「属
人性」をもっている。そこで、他の人間と交代しても、同じように経営力
を発揮できるとは考えられないのである。これが代替困難性であり、「替え」
がききにくいのである。
　したがって、スモール・ビジネスでは、経営力の維持のためには、むず
かしいことではあるが、後継者育成をしっかり行って、いつでも交替がで
きる状態をつくる必要がある。いうまでもないが、存続モデルの継続型や
健全型においては、将来のために後継者育成の視点がとり入れられ、存続
や発展への志向性がみられているといってよい。
　このように、存続モデルを支える根拠とは、スモール・ビジネスにとっ
て経営者という資源がきわめて重要であるという認識である。それは、「最
大の経営資源としての経営者」という言葉に要約される。しかも、経営者
の経営力は大企業の組織力とは異なり、個人の力に依存するものになって
いる。この属人性の強い個人力である経営者がもつ経営力が、スモール・
ビジネスの存続と成長に決定的にかかわっていると結論づけることができ
る。
６．おわりに
　「スモール・ビジネスは成長して大企業になる」という命題は、大企業
を対象にしてきた経営学にとっては自明のものとしてとらえられてきた。
そして、この命題を実現した企業を中心に研究したのであるから、それは
当然のことである。
　これに対して、筆者は１．でも述べたが、「企業はあまり大きくならない」
というイメージを一貫して提示してきた。そして、このイメージはアカデ
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ミックな関心を若干引き起こしてきたのではないかと考えている。しかし、
この主張を十分に説明し、明確にすることはできなかった。
　本小稿の２．や３．の議論については、これまでにも述べてきたもので
あるが、４．で「スモール・ビジネスの存続モデル」を新たに提案し、そ
のなかでスモール・ビジネスの一部（Ａ型という継続型）だけが主に成長
し、他はあまり大きくならないことを明らかにしようとした。
　なお、この存続モデルの実践的な意味としては、行政などによる中小企
業支援のあり方がなによりも問われてこよう。現状の支援策は多様なメ
ニューが用意されているが、このモデルが提案した「経営者の経営力」が
決定的に重要であるので、４．の終わりで述べたが、後継者育成を含めた
経営者の育成に力を入れなければならない。そして、大学もスモール・ビ
ジネスで活躍できる経営人材の育成に尽力することが求められている。
　（2015.12.30.）
